
 

 

 

 

 

 

第七章 

オーストリア学派の復活 

 

7.1. 均衡分析と数学的形式主義の危機 

 

第二次世界大戦後から三十年間、1975年までの経済学の世界は通称「新古典派総合ケインジ

アン」と、均衡分析の数学的形式主義が勝利した時代であった。実際、この時期、均衡分

析は経済学の主流となっていたが、経済学者たちの間では、均衡の概念について主に二つ

のグループが存在していた点に注目しなければならない。 

 

そのうちの一つは、経済分析の基礎（サミュエルソン、1947）を刊行し、ヒックスと共に新古典派

総合ケインジアンの創始、先駆者となったサミュエルソンが率いるグループである。サミュエルソ

ンは、市場における社会主義の可能性に関するロンギおよびラーナーの理論を明確に支持し（サ

ミュエルソン、1947：217、232）、ミーゼスの社会主義不可能性理論に真正面から対立する彼ら新

古典派の姿勢に同調した。さらに、サミュエルソンは数学的言語を用いて経済学を再構築させると

いう明確な目標を掲げ、市場の実際プロセスが持つ豊富で複雑な要素の大部分を除外した単純

な仮定に基づくモデルを数多く作った。こうして、彼の分析手段（数学的形式主義的）は、様々な

経済分析の結果を犠牲に作成した統語論的明瞭性によって意味内容が少しずつ混同し、最も現

実的で、いわゆる文学経済学的理論を否定する極端な科学的概念を持つようになった（ベッキー、 

1997：11-64）。 

 

 この一つ目のグループに属していたケネス・アロー、ジェラール・ドブリュー、フランク・ハーン、そ

して近年新たに加わったジョセフ・スティグリッツたちは、通常定義上の競争均衡モデルを経済が

近づくべき理想の姿として捉え、現状が完全競争均衡に一致しないと思われるときは常に、「市場

の失敗」が証明されたものと断定し、一般均衡モデルの理想像に向かって現実を近づけるための

国家の介入をprima facie（一応）正当化した。 

 

 当時の大勢を占めたこのグループに対抗する均衡理論家たちの二つ目のグループは、市場経

済を支持する経済学者たちで構成された。基本的に、シカゴ学派を中心にしたこの経済学者の集

団には主に、ミルトン・フリードマン、ジョージ・スティグラー、ロバート・ルーカス、ゲーリー・ベッカー

などが揃い、均衡モデル、最大化原理、不変想定を基にした経済観をひたすら堅持していた。 

 

 一つ目のグループの「市場の失敗」に相反して、均衡理論を掲げながら市場経済を擁護するこ

れら学者たちは、均衡モデルの理論は現実に非常に近づいたものであり、いかなる場合も、公共
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分野の失敗は民間分野のそれよりも大きく見えるものだという公共選択論学派の主張に沿った考

えを持っていた。 

 

 市場の失敗を提唱する学者たちの攻撃をこのようにかわした、彼ら、シカゴ派の経済学者たちは、

経済に国家の介入は必要ないという自分たちの分析結果が証明できると考えていた。それ故に、

もし、現実が競争均衡によく似ているなら、実際市場はパレート的定義において効率性があるとい

うことなので、そこに介入する必要はなく、むしろ、政治家、有権者、官僚の入り混じった行為こそ

が大きな禍の元となってしまうと主張した。 

 

 いずれにせよ、オーストリア学派の動態的市場概念の視点からは、これら二つのグループの概

念は大いに批判されるべきものであった。 

 

 実際、オーストリア学派は、シカゴ学派が作成したモデルは全て均衡、最大化、不変という前提

を基に形成されている点を強く非難した。 

 

 オーストリア学派は、シカゴ学派に対して、現実は均衡モデルに大いに近づくという結論を出す

前に、市場現実プロセスが均衡に近づくことが実際に起こりうるというのなら、それはどのような経

緯なのかという理論を組み立てるべきだと訴えた。つまり、競争均衡が現実に非常に近いと考える

シカゴ学派は空想に陥ることを意味し、思想的に対立する、少なくともこの点ではより現実的な一

つ目のグループに不必要に弱点をさらけ出しているようなものだという。 

 

 また、市場の失敗を謳う新古典学派も、オーストリア学派から見れば重大な過ちを犯している。

実際、新古典学派は企業的機能によって促された、現実市場全てに存在する調整の動態的効果

を全く無視する。彼らは、まるで計画者たちが現実には決して手にできないような情報を入手でき

るかのように、国家の介入を通して何とか一般均衡の理想に近づけることが可能だと考える。オー

ストリア派の視点からは、市場の失敗を謳う学者たちは空想家ではなく、むしろその逆の、現実より

悪い世界を描いている点でその罪は重い。たとえ参照すべき点であっても均衡の分析に焦点を

絞ることで、市場に存在する調整プロセスを無視し、彼らがあれほど批判する均衡は市場の不完

全性や失敗ではなく、現実世界の自然な特性に他ならない。いずれにせよ、市場の現実プロセス

は人間が到達し得る他のどのようなものよりも優れたプロセスなのである。 

 

 従って、オーストリア学派が指摘する市場の失敗を謳う経済学者の主な理論的問題は、公共選

択の分析は別として、第一に、現実世界が均衡モデルに近づくようにと干渉する手段は、現実世

界に生じる企業的調整プロセスに対して非常に有害な影響を及ぼすという事実を考慮しないこと

にある。そして、第二に、公的機関の干渉を司る者が、理論的に入手できる以上の情報を掴むこと

が可能だと信じていることである。 

 

 このように、オーストリア学派は、両者（シカゴ学派と市場失敗論派）の均衡の焦点を超え、現実

生活では決して到達できないが、時には均衡へと向かう企業的調整動態プロセスを中心にした経

済研究を求めている。そうすることで、市場プロセス研究で構築された動態分析による均衡モデル

である現在の研究の焦点は変わり、新古典学派の両分派が持つ重大な欠陥が補われるようにな

ると言う。 
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 次の事例はミクロ経済分野とマクロ経済分野に関するいわば、オーストリア経済学派の主張をよ

り明白にするものである。 

 

 一つ目の事例は、シカゴ学派の視点による情報理論の現代版であり、スティグラーの「情報の経

済学（スティグラー、1961）」の研究の一部から広がった。スティグラーおよび彼を支持するシカゴ

学派の学者たちは情報を客観的に、言い換えれば、市場で売買される商品のようにコストと利益と

いう観点で捉える。現実世界における無知を認めるが、いずれにせよ、新しい情報の探索は、客

観的に考えて、限界費用が限界収入を超える場合にだけ終了することから、その無知は無知の

「適切な」レベルのものだと主張する。 

 

 独特の焦点を共鳴するグロースマンとスティグリッツが率いる「市場の失敗」論派は情報に対して

非常に異なる経済分析を行う。彼らは、非効率な均衡状態にある現実世界には次のような「失敗」

が見られると言う。経済主体は、価格が効率的に情報を伝達するので、フリーライダー、いわゆる

「ただ乗り」効果が発生すると考え、これによって、経済主体はあえて高価な追加的情報を前もっ

て取得しようと思わなくなる。彼らは次のように結論付ける：市場は非効率的に少量の情報を発す

る傾向を持つようになり、監視するコスト以上の利益が常にある限り国家はそこに干渉する口実を

得る（グロースマン、スティグリッツ、1980)。 

 

 本書冒頭から指摘した通り、オーストリア学派の視点からは、両者の概念の主な問題点は情報を

客観的なもの、つまり、あたかも情報は何処か特定の場（時々何処なのかわからないこともある）に

「与えられている」かのように扱うことにある。新古典学派両者のこの視点と異なるオーストリア学派

は、情報や知識とは、主観的なものであり、あらかじめ与えられているものではなく、気付かないう

ちに調和が乱れることによって、変わり続ける市場価格の千差万別の状況において、稼げる機会

に気付いた企業家が常に作成し、形成するものだと考える。これによって、コストと利益という定義

で企業家の情報を割り当てられることはない。なぜなら企業的に情報を見出すまでは、それらの価

値は未知である。そしてもし、このコストと利益の最大化の割り当てが不可能であるなら、シカゴ学

派の情報のあらゆる分析は根底から崩れる。 

 

 一方、企業家の自由な活動が妨げられない限り、市場で形成される情報は自然に湧き上がって

くるものとは考えられず、市場が作り、使う実際の情報は想定する「最適な」量より少ないのか否か、

比較できる基準さえ存在しない。行政組織は市場プロセスの主役である経済主体の創造的、企業

的能力を決して超えることはできないという事実から、オーストリア学派が唱える社会主義不可能

性理論の分析結果は正にここに当てはまる。既述したように、「盲目の者が目の見える者（たとえ、

ある程度不完全な視覚であったり、片目の者であったり）を案内することは決してありえない。」、と

表現した神父フアン・デ・マリアナの有名な昔の言葉もある。 

 

 二つ目の事例は労働市場に関する仮定理論の違いについて示したい。新古典マクロ経済主義

のシカゴ学派が、名目賃金の引下げには厳格なケインズ的仮説の暗黙的な不合理に対して真っ

向から批判したことはよく知られている。これまで見られるように、シカゴ学派は、市場に存在する

無知は「最適」であると考える。つまり、もし、ある者が失業していると、それは、提供される職に就く

よりもっとよい仕事を探し続けることを選んでいるからであり、現実の市場には無意志の失業は何ら

存在することはないと言う。もし雇用に影響を及ぼす景気循環があれば、それは貨幣供給の予期

せぬ変化が起こり、インフレによって物価総水準の動きに隠された実際的原因とする相対価格の
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変動に対して経済主体が明確に認識できなくなったか（ルーカス、1977）、あるいは、供給や実質

レートの外的なショックが突然発生したことによるものだと言う（キドランド、プレスコット、1982)。 

 

 一方、新ケインズ学派（シャピロ、スティグリッツ、1984；サロップ、1979)は、それぞれの環境にお

いて行動する経済主体の活動最大化の結果について様々な失業の均衡モデル、「効率賃金仮

説」を提唱した。この仮説によると、賃金は生産性によって決まるのではなく、生産性が賃金を決

める。言い換えれば、企業家は従業員のやる気をなくさせないように、労働市場を「空っぽに」でき

ないほど高額な均衡賃金を維持する。ここでまた、この二つの焦点は、オーストリア学派が展開し

た市場動態概念の視点から大いに批判を受けなければならない。実際、市場を構成する現実の

調整プロセスが既に開始したといつも仮定するので、均衡モデルが示す最終の静止状態に到達

していることから、シカゴ派が考えるように、全ての失業は「自由な意志」によるものだというのは、

あまりにも非現実的である。むしろ、現実市場は不均衡の「状態」が続いており、制度的規制（最低

賃金法や組合介入など）が欠けている。ある特定の企業家の具体的な職を希望する多くの労働者

は、失業したまま、企業家が労働者とめぐり合うこと（またはその逆も）は決してないかも知れない。

あるいは、たとえ両者が出会ったとしても、単に企業的洞察力不足によって、双方にとって有益な

労働契約が結ばれる機会を逃してしまうことも考えられる。 

 

 他方、「効率賃金仮説」を唱える学者たちに関して、法や組合的による規制の不在において、無

意志の失業状態はいつまでも「効率賃金」によって続き、損失を避けて利益を上げようという雇用

者及び被雇用者の思いと真っ向から対立するようになる。実際、もし、あまりにも高額な給料を求

め、職が見つからないなら、その者は理想を下げるしかない。また、企業家としては、特定の経済

主体が、従業員が満足し続けるように高い賃金を支払っていると、やがて、同等、またはそれ以上

の才能を安く雇えることに気付いた時、必ず考えを変えるに違いない。または、市場で生き残るた

めには、そうせざるを得ないだろう。故に、新ケインズ学派は動態プロセスと言える労働市場にお

ける国家の介入が雇用にもたらす非常に重大な悪影響について全く無視しているという事実をこ

こで改めて示す必要はないだろう。 

 

 オーストリア学派の視点から景気周期とは、シカゴ学派が主張するような完全に外的な（つまり、

現実的ショックなど予期せぬ変化によって生じた）現象ではなく、また、ケインズ学派が唱えるよう

な完全に内因性（つまり、名目または実質賃金の厳格性や効率賃金の仮説などによる）のもので

もない。既に示したように、オーストリア学派にとって景気循環は、貨幣、信用制度（中央銀行が指

揮する銀行部分準備制）が招いた結果であり、たとえそれが今日の市場の特質であろうが、それ

は自然的進化で生まれたのではなく、外から強引に押し付けたものであり、市場の異時点間の調

整プロセスに大きな歪みを発生させようとするものである（ウェルタ・デ・ソト、1998）。 

 

 従って、オーストリア学派が唱える市場の動態概念は、均衡の二つの流派（シカゴ学派と新ケイ

ンズ学派）が導く極論を和らげ、欠陥を磨き上げ、新古典主義思想のこの二つの流れを基にする

理論的、政治経済学的な大きな過ちが回避できるよう、彼らの分析に対して現実主義の薬を投与

しているのである。 

 

 従って、均衡理論両派の数学的形式主義が大勢となった私たちが学ぶ経済学は今日、深い危

機に陥っていても不思議ではない。これには基本的に次の要因がある。第一、現実と大いにかけ

離れた均衡状態に経済学者たちは不安を感じているが、数学的手法が使用できる唯一の分析手
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段であること。第二、市場の動態プロセスおよび現実生活に現れる競争の役割を全く無視、または

誤った視点から分析していること。第三、市場における主観的情報、知識、習得プロセスの役割を

十分意識していないこと。第四、マクロ経済総計の無差別な使用及び、それが市場に参加する経

済主体それぞれの計画の協調の分析に関わる事実を無視していること。これらは現在の経済学に

おける理解不足の要因であり、現代の実際経済生活における最も重大な問題であり、この結果が、

今日私たちが学ぶ経済学の大部分に見られる危機的状況や、そのますます低下する評価につな

がっている。これら要因は全て次のような共通の根を持つ：現実的想定の不足、及び人間行為学

という、全く関係ない分野に自然科学特有の方法論を適用していること。正に、これが現在の経済

学の危機的状況を示し、また、1974年からオーストリア経済学が経済学再構築に向け、より現実的

で、有益な、首尾一貫した重要な代替思想として蘇った理由を表している。 

 

 

7.2.  ロスバード、カーズナー、及びオーストリア学派の復活 

 

 ミーゼス死去の翌年、彼の最も優れた弟子であったF.A.ハイエクが、ノーベル経済学賞を受賞し

た1974年、70年代インフレ不況を明らかに招いたケインズ学マクロ経済理論、及び干渉主義手法

に対する人々の不信感の高まりは、新たにオーストリア経済学理論へ国際的な後押しを与えること

につながった（カーズナー、1987：148-150）。 

 

 このオーストリア学派の復興の中心的存在となったのは、米国におけるミーゼスの優秀な教え子、

マレーN.ロスバードとイスラエルM.カーズナーの二人であった。 

 

 ロスバードは、ポーランドからニューヨークに移住したユダヤ人家庭で1926年に生まれた。隣人

であった著名な経済学者、アーサー・バーンズの庇護のもと学んだ彼は、ニューヨーク・コロンビア

大学の博士号を取得した。偶々、ロスバードは、当時ルートヴィヒ・フォン・ミーゼスがニューヨーク

大学で開いていたセミナーを知り、参加するようになると、彼は直ちにミーゼスの優秀な若き弟子と

して将来を有望視されるようになった。数年後、ロスバードはニューヨーク工業短大研究所の教授

に就任し、その後、ネバダ大学ラスベガス校経済学部の名誉教授として勤め、1995年1月7日突然

この世を去った。ロスバードは、オーストリア学派の中でも屈指の学際的、首尾一貫した、頑強な、

経済的自由主義の自然法哲学を築いた思想家であった。彼は著書20冊以上、何百もの論文を残

し、中でも「アメリカ大恐慌(ロスバード、1975)」のような経済史は際立ち、また、「人、経済、国家(ロ

スバード、1993)」や、「力と市場（ロスバード、1977）」などの経済理論は特に重要な作品としてよく

知られている。さらに、近年英国で、エドワード・エルガーが、「行為の論理」と題する彼の最も重要

な経済理論の論文選集二巻を発表している（ロスバード、1997：vols.I、II）。さらに、また英国で、エ

ドワード・エルガーはロスバードの遺著、「オーストリア学派から見た経済思想史」の大作二巻を完

成させ、近年スペイン語にも翻訳され、刊行された（ロスバード、1999、2000)。 

 

 他方、イスラエルM.カーズナーは1930年に英国で生まれ、幾度か家族で移住を繰り返した後、

ニューヨーク大学で経営管理学を学び始めた。彼も偶然(大学卒業に若干不足していた単位を得

るために著作品の多い講師の授業を選んだところ、それはミーゼスの講座であった)、ミーゼスに

出会い、ニューヨーク大学におけるミーゼス・セミナーのもう一人の熱心な受講生となった。カーズ

ナーはさらに、自身の天職は教育分野にあることを自覚し、退職したばかりのニューヨーク大学の
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経済学部の教授に就任した。カーズナーは、企業的、動態的概念、及びそれらがもたらす市場に

おける調整の研究に専念し、数々の重要な作品を著した。その中でも、「競争と企業家精神（カー

ズナー、1998）」、「知覚と機会と利潤（カーズナー、1979）」、「発見と資本家プロセス（カーズナー、

1985）」は特に有名である。更にカーズナーは、社会倫理の分野が持つ企業家精神の動態概念

について、後にスペイン語にも訳された著書、「創造性と資本主義と分配的正義（カ－ズナー、

1995）」の中で探究している。また、カーズナーの業績は、一般的に、オーストリア経済学理論、特

に企業的機能に関する数多くの論文を著したことにある。それらは、本書第二章でも示したように、

非常に示唆に富んだ完璧な企業家精神によって促された市場プロセスの視点で構成されてい

る。 

 

 オーストリア経済学の復興は現在ヨーロッパ及び米国の様々な大学の若き研究者たちのグルー

プが中心となり、精力的に活動している。その中でも特に、米国ではニューヨーク大学（マリオJ.リ

ゾー、イスラエルM.カーズナー)、ジョージメーソン大学(ピーターJ.ベッキー、ドナルド・ラヴォワ、カ

レン・ヴォーン)、オーバーン大学(ロジャー・ギャリソン教授が勤務している)、また、その他機関で

は、オーストリア経済学者として著名なジョーゼフT.サレルノ、ハンス・ヘルマン・ホッペ、ジェラルド

P.オドリスコル、ローレンス・ホワイトなどが際立つ。ヨーロッパでは、バッキンガム大学教員、スティ

ーヴン・リトルチャイルド、ノーマンP.バリー、オランダのウィリアムJ.カイザー、ゲリット・マイヤー教師、

イタリアのライムンド・クベドゥ、エンリコ・コロンバット、ロレンツォ・インファンティーノ、ダリオ・アンテ

ィセリ教師、フランスのパスカル・サラン、ヨルグ・ギド・フルツマン、ジャック・ガレーロ教師、ポルトガ

ル、ポルト大学のホセ・マヌエル・モレイラ教員、ドイツのローランド・バーダー、オーストリアのカー

ル・ソシエールといった名が挙げられる。そして、スペインでも、第三章でも解説したように、スペイ

ンの経済学思想がその起源だという重大な科学的責任を十分認識し、オーストリア経済学に熱意

を表す多くの教師や研究者たちのグループが国内で瞬く間に集まり、一致団結して取り組んでい

る（特に、ルビオ・デ・ウルキア、ホセ・フアン・フランク、アンヘル・ロドリゲス、オスカール・バ、ハビ

エル・アランサディ・デル・セルロ、ガブリエル・カルサーダ、フィリップ・バグス、フアンラモン・ラジョ、

ダビッド・ホウデンなどが有名）。 

 

 さらに、この25年間、経済学のオーストリア学派の著者による研究論文の出版が劇的に増加し、

数年前から、次の専門学雑誌でこれら著者の研究結果が公表され始めた。「The Quarterly 

Journal of Austrian Economics（米国のTransaction Publishers出版の季刊誌）」、「La Review of 

Austrian Economics（Kluwer Academic Publishersよりオランダで年二回発行」 「Proceso de 

mercado: Revista Europea de Economía Política (ウニオンエディトリアル社とレイ・フアン・カルロス

大学の共同出版)」 

 

 また、様々な国際会議や会合が定期的に開かれ、世界各国から教授や専門家が集い、近代オ

ーストリア経済学の新しい研究発表や議論が熱心に取り交わされている。 

 

 

7.3. オーストリア学派研究計画の現状、及びその成果と経済学の今後の展望 

 

 ベルリンの壁の倒壊、及び現実社会主義の没落は、それまで経済学全体の形成を支配してい

た新古典主義パラダイムへ深刻な衝撃を未だ及ぼしている。オーストリア学派をまれな例外として、
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新古典派的パラダイムによって、それらをあらかじめ正しく分析、予測できなかった、このあまりにも

明らかな事実は、科学としての経済学に対する何らかの評価が間違っていたとしか考えられない。

大いなる打撃を被った現在ではあるが、幸い、私たちは、社会の重要な出来事に対する専門家た

ちによる十分な観察、理解、分析の大部分の妨げであった新古典主義パラダイムの「理論めが

ね」を矯正し、正しい評価が行える状況にある。しかも、経済学の再構築にゼロからスタートする必

要はなく、そのための分析ツールの多くは既に完全に形作られている。それは、創設以来、数々

の経済学パラダイムの開拓者との長年の論争に関与せざるを得なかったオーストリア学派が磨き、

守り抜いた活動の結果に他ならない。 

 

 現在の状況によって大きな被害を受けている経済学の全ての領域をここで列挙することは無理

であり、まして、オーストリア学派のおけがで、発展する新しい研究成果全てを紹介することもでき

ないが、その中のいくつかを取り上げてみようと思う。 

 

 はじめに、社会主義に関するオーストリア学派的分析の始まりであった「制度的強制論」が挙げ

られる。既述したように、確かに、あらゆる企業的行為は新しい情報を創造し、それを市場の中で

伝達し、人間同士の行動の不一致を調整することであり、これら全て自発的、進化的な形で行わ

れることで世の中の生活が可能になっている。従って、社会主義と干渉主義が前提とする体系的、

制度的な強制の実施は多かれ少なかれ、それら情報の創造、伝達を遮るだけでなく、より重大な

のは、人間同士の行動における調和の崩れを新たに調整しようとする自発的プロセス、つまり社会

的調整プロセスが明らかに遮断されてしまうことにある。よって、干渉主義経済がもたらす歪みを分

析する全く新しい研究分野がこうして生まれ、その経済が陥った全体、または個々の分野では、今

後の経済学研究が大いに期待される。 

 

 次に、広く普及した価格決定の関数理論を捨て、価格とは、企業的機能の力によって促された

順次進化プロセスの結果、動態的に形成されるものだと説く「価格理論」に取り替える必要性の訴

えである。つまり、それは当事者の人間行為による力であり、多かれ少なかれ不思議な曲線や関

数の交差によるものでもなく、いずれにせよ実体のないものであり、それらを知り、描くために必要

な情報さえ行為者本人の頭の中には存在しない。 

 

 第三に、今日教科書の中で教えられている市場に関する粗雑な静態理論の放棄、及び競争と

独占に関して改変を求めるオーストリア学理論の構築について言及したい。これは、従来の意味

での独占の問題が存在せず、関連性さえない純粋に企業的な競争の動態プロセスのような競争

理論への取り替えと、あらゆる市場の領域での企業的精神の自由な行使に対する制度的制限に

注目するものである。更に、競争と独占に関するオーストリア学派的分析による経済政策の重要な

命題は、あらゆる反トラスト法、反トラスト政策の再考察であり、オーストリア学的視点からそれら大

部分は、有害で余分なものだと言える（カ－ズナー、1998-1999：67-77；アルメンタノ、1972）。 

 

 第四に、「資本、及び利子論」は、既に示したように、オーストリア学派の主観論によって大きく揺

れ動いた。現実世界の生産構造に現れるミクロ経済的調整プロセスを無視した現況のマクロ経済

概念の欠陥を補うためには、大学の経済学部の科目に資本論を取り入れることが必要である。 

 

 第五としてはおそらく、オーストリア学派の視点から近い将来経済学において最も重要な課題で

ある「貨幣論、信用論、金融市場論」が挙げられる。社会主義分析で代表される「理論的ギャップ」
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が埋まり、最も未知で、同時に最も重要な分野は、未だ中央銀行の制度的強制、方法論的過ち、

理論的混乱に大きく支配され続けている貨幣分野である。正に、貨幣が関与する社会関係は最も

抽象的で、理解困難であることは間違いなく、従って、それらが生成する知識は広大、複雑、無形

であることから、この分野への介入は、最も有害なもので、最終的に不況の連続的発生を固定化

させる直接要因になる（ウェルタ・デ・ソト、1998）。 

 

 第六に、均衡とマクロ経済学の総計に基づく、経済成長論、及び経済後進論は、プロセスの唯

一の正真正銘の主役を考慮せずに作られてきた: それは、人間であり、その洞察力、その企業的

創造力に他ならない。従って、今日まで有害、不毛にしてきた制度的強制正当化の根拠を排除し、

経済成長論、及び経済後進論全てを再構築することが重要であり、本質的な企業的要素の不足

によって開拓されないままとなっている成長の機会発見に関するプロセスの理論研究に焦点を当

てることこそが、後進的経済からの脱却への鍵になるに違いない。 

 

 第七、厚生経済学と呼ばれる分野に関しても同様のことが言える。その活用には、効率に対する

幻燈のパレート的概念に基づいた、実生活では決して得られない完全な情報の静態的環境が必

要なため、的外れで全く役に立たないものである。従って、その効率性はパレート的な評価よりも

不均衡状態に現れる歪みを自発的に調整しようとする企業的機能の能力に正に依存している（コ

ルダート、1992）。 

 

 第八、「公共の」財に関する理論は、「総供給」、及び「消費における非競合」と呼ばれる状況を

決定するものは既に定まっており、変化しないと想定しながら、均衡パラダイムの厳密な静態的定

義を基に構築されている。しかしながら、企業的機能の動態理論の観点からは、いかなる公共財

も法的技術的分野においてそれぞれの企業的創造力によって発見されたり削除されたりするため

の機会を生む状況にあることから、オーストリア学派から見れば、公共財全てはやがて消えて無く

なり、経済において国家が多くの社会的領域に介入するための正当性を目論んだその策略が不

要になる。 

 

 第九、また、オーストリア学派が現在展開している公共選択学派、及び法と制度の経済分析と呼

ぶ分野における研究計画についても触れたいと思う。この分野は、企業的精神によって生み出さ

れ、促された自然発生型の社会プロセスの動態的、進化的分析を考慮せず、社会主義（完全情

報）を正当化させるために、かつて使おうとした手法論的想定そっくりの多くの法則による似非科

学分析を行う新古典主義の完全情報を基にした静態モデルからの不健全な影響を取り除くため

に現在論争中である。オーストリア学派にとって、新古典主義のような、利益やコストに関して完全

情報（確実または可能性的なものであっても）が存在する不変環境を想定したパラダイムに基づく

規則や法的基準の分析は矛盾に満ちたものであることは明白である。実際、そのような情報が存

在するなら、規則や基準は必要なく、命令一つで事足りるだろう。また、法の進化的誕生を説明、

証明するものは何かといえば、常に人間が浸かる根絶不可能な無知に他ならない。 

 

 第十、人口論はオーストリア学派、特にハイエクの業績によって大きく発展した。実際、オーストリ

ア学派の考えは、人間とは、均質の生産要素ではなく、企業家としての創造力を生まれつき備え

ており、経済発展の障害やブレーキになるものでは決してなく、むしろ、その存在は経済が発展を

遂げるために必要な原動力、及びその条件なのである。さらに、文明の発展とは、実用知識の水

平・垂直区分の増加を意味し、文明の進化に並行して、社会的レベルで使用される実用的情報
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量の増加を維持できる人間の数が増え続ける場合のみ、可能となることが証明された（ウェルタ・

デ・ソト、1992：80-82）。この考え方は、同じく、オーストリア学派によって影響を受けたジュリアンL.

サイモンなどによっても展開され、彼の第三世界諸国の人口増加論、および移住の経済好影響

に関する 

分析に用いられた (サイモン、1989、1994)。 

 

 第十一、また、公正および社会倫理の理論解析の分野において、オーストリア経済思想学がも

たらしたその影響は極めて大きい。例えば、「法と立法と自由」の第二巻に収められた社会正義概

念へのハイエクの評論分析だけでなく、ロバート・ノージック（ノージック、1988）が提起した課題を

完成させた、全ての人間は独自の企業的創造力の結果の権利を有すことを示した、既述のカー

ズナーによる「創造と資本と正義分配」などがある。そしてまた、ロスバードの代表的な弟子の一人

であった、ハンス・ヘルマン・ホッペは、各個人の身体、及び所有物に関する所有権の存在を認め、

尊重することを前提とした、ハーバーマス的批判理論に基づき、所有権と自由市場権の演繹的証

明を成功させ、自由市場と資本主義に関するあらゆる思想を論理的に導いたその理論は（ホッペ、

1989）、ロスバードが既に古典的論文である「自由の倫理（ロスバード1995）」の中で示した自由の

法源的証明を補うものとして知られている。 

 

 オーストリア経済学思想の新しいプログラムによって今後実り多い成果が得られるだろう他の多く

の研究分野に言及し続けることもできるが、以上簡略に示した分野の現状からも、これまで経済学

の大部分を蝕んできた悪しき理論、方法論を一旦洗い流した後、経済学の将来はどこに向かうの

か十分理解してもらえたと思う。従って、オーストリア学派的視点の導入が普及されることによって、

来る世紀では、より現実的でより広く、より豊富でより明快な人間に役立つ社会科学が生まれるだ

ろう。 

 

 

7.4. 論評や批判に対する回答 

 

 続いて、オーストリア経済学思想に対して今日しばしば言及される批判にいくつか反論してみよ

うと思うが、どれも根拠の乏しい内容であることがすぐに分かるだろう。その最も一般的な批判は以

下の通りである。 

 

A) 「両者の焦点(オーストリア経済学派と新古典学派)は、互いに排他的ではなく補足的である。」 

 

 これは、オーストリア学派に公然と反対はしないが、取捨選択的な立場を維持しようとする新古

典主義派の学者たちの主張である。しかしながら、オーストリア学派によれば、このような主張は一

般的に、どのような手段でも、経済学の唯一の問題は個々の特定の問題に最もふさわしい手段を

選ぶことだという、方法論的多元主義の典型、ニヒリズムによるお粗末な結論でしかない。これは、

オーストリア経済学方法論が彼らに投げかけた鋭い批判をかわすための新古典学派的パラダイム

の言い訳に他ならないと、オーストリア学派は考える。仮に、オーストリア学派が説くように、人間と

いう生き物は理論分析を悪用しがちであるという事実を新古典学派的方法論（均衡、不変、及び

最大化と合理性の厳密な概念に基づく）で、実際に否定できるなら、彼らが主張する互換性は十

分根拠が成立するだろう。よって、新古典学派が自分たちの分析に人間の悪習を考慮し、どの結
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論を見直すべきなのか明らかにできるように、オーストリア学派の主観的、動態的方法論に沿って

検証し、結論を再構成する必要性が求められる。しかしながら、新古典学派パラダイムに、カテゴリ

ーの概念的枠組みを大きく超える、創造的企業性のような人間の現実性が導入できるとは到底考

えられない。オーストリア学派が分析する人間の主観的現実へのアプローチを新古典学派に無理

に強いれば、必然的にあからさまに滑稽な分析となるか、あるいは彼らの概念が崩れ、オーストリ

ア経済学特有の視点である、より現実的、複合的で豊富、明快な理論体系に飲み込まれてしまう

のは目に見えている。 

 

B) 「オーストリア学派は、現実を理解しやすいように簡略化した仮説を用いて新古典学派を批判

すべきでない。」 

 

 よく耳にするこのような意見に対して、オーストリア経済学者たちは、仮説の簡略化と仮説の完全

な非現実化の違いをはっきり認識しなければならないと反論する。オーストリア学派は、彼らの仮

説が簡略化ではなく、人間がどのように反応し、行動（動態的に、創造的に）するのか、正に経験

的現実と逆なのだと、新古典学派に反論する。従って、新古典学派が唱える仮説の基本的な非

現実化（簡略化ではない）は、オーストリア学的視点から、経済問題の様々な分析において到達

できるだろうと信じる理論的結果の有効性を損なうものである。 

 

C) 「オーストリア学派は理論的定義の形式化に失敗している」 

 

 これは、例えば、スティグリッツが近年一般均衡モデルに関する批判論文(スティグリッツ 1994、

24-26)の中でオーストリア学派に対して記述した唯一の批判的内容である。なぜ、ほとんどのオー

ストリア派の経済学者たちは当初から、経済学において数学的言語の使用を非常に警戒したのか、

その理由は既述した通り、主観的時間及び企業的創造性が大きく欠如した自然科学、工学、論

理学の必要性に迫られ、作られてきた記号的言語であり、経済学者が研究すべき課題である社会

プロセスの主役、人間本来の基本的性質を無視しようとするものであることから、数学的形式化は、

オーストリア学派にとって、美徳ではなく悪い癖でしかない。 

 

 今日知られる数学的言語を開発し、促してきた物理学の世界から生まれた不変性の前提条件に

頼ることなく、数学者たちは、人間の創造力に踏み込み、分析できる新しい「数学」を確立させると

いう試み（もし、可能なら）について未だはっきりした答えを表していない。しかし、この創造力を理

解できる理想的な科学言語は果たして何かと言えば、現在世界で使われる様々な口語的言語に

反映する、毎日の企業的行動の中に自然な形で人間が培ってきた言葉ではないだろうか。 

 

D) 「オーストリア学派は実証研究をほとんど行わない。」 

 

 実証主義者たちがオーストリア学派に対して最もよく浴びせる批判である。オーストリア学派は歴

史の役割を非常に重要視するが、理論学のような分野で展開させる科学的レベルの活動ではこ

れは異なり、現実に適応または歴史的事実で示す前に、あらかじめ理論を把握しておかなければ

ならない。オーストリア学派は、逆に、実証研究の開拓があまりにも多く、現実に起きる事象の解釈、

及び理解を可能にさせる理論研究が相対的に乏しいと考える。さらに、新古典派の方法論の想定

（均衡、最大化、選好不変)、は一見、実証研究、及び特定の理論との比較の実施を容易にさせる
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ように見えるが、正確な理論的関係が隠されてしまうことが多く、その都度、または歴史上の特定

の状況で現れる現象に関する理論や解釈を大きく見誤ることにもなる。 

 

E) 「オーストリア学派は経済予測を放棄している。」 

 

 経済、及び社会分野で起きる事象に対して科学的な予測を行うことについて、オーストリア学派

がいかに謙虚、かつ慎重であったかは既に解説した通りである。むしろ、それは、行動する人間

（企業家）が決断を下す際に最大限成功できるように、理念的、知識的枠組みや理論的法則の構

築に専念する。オーストリア派の予測は単に定性的で、厳密な理論的用語で表すものであるが、

実際、逆説的に、それら想定が非常に現実的なもの（動態的プロセス、企業的創造性）であるがゆ

えに、その結論や理論は新古典学派が導き出すものと比べて、「人間行動学」の分野に優れた予

測を出せる可能性がある。これら予測の二つの事例として、社会主義不可能性に関するミーゼス

分析が示唆した現実社会主義崩壊の予測、そしてオーストリア経済学が予測した 1929 年の世界

大恐慌が挙げられる。注目すべきは、この歴史的大現象の二つとも新古典経済学は予測できな

かったということである。 

 

F) 「オーストリア経済学派は、理論を確証する際、実証的評価を行わない。」 

 

これは、使徒、聖トマスの妄想、「目に見えないものは信じない。」に蝕まれた実証主義者たちが

しばしば訴える内容であるが、彼らは実証的現実だけが、どの経済理論が正しくないのか明確に

できると主張する。既に示したように、この視点からは、経済における実証的「証拠」は決して議論

の余地のないものではなく、室内実験では、不可能な本来複雑な歴史現象に関して、重要な現象

を隔離し、影響が及ぶと思われるその他全ての要素は一定になる。つまり、歴史的現実では不変

という前提は決して成り立たないが、経済法則というものは、常に「ceteris paribus（他の条件が同

じなら）」的法則だということである。一方、オーストリア学派は、それら用いる前提が果たして分析

する特定の歴史的場面に当てはまるのか否か評価すべき理論を現実に適応させる必要に迫られ

る時、最大限注意を払い、様々な理論の演繹論理的発展プロセス一連の演繹的論理思考、分析、

検証の連鎖上の悪習を排除し続けることによって理論の確証は完全に可能だと考える。人間の思

考論理構造の均質性から、オーストリア学派が提起する、この継続する確証活動は、科学的作業

の様々な主役たちの間で間主観的な合意に達するために十分であるというよりも、その合意は、

一見怪しいものであるが、常に脆いものである実証的現象に関しては、多様な解釈、矛盾を含む

複雑な性質を持つことから、実際非常に成立が困難である。 

 

G) 「独善主義だという批判」 

 

 幸い、このような批判は、近年のオーストリア経済学の著しい復興により、また、経済分野の専門

家たちのより正しい理解によって、今日だんだん少なくなってきた。以前、新古典学派の多くの学

者は、オーストリア経済学との様々な相違点を詳細に分析することなく、また、それによる批判にも

答えることもなく、オーストリア経済学思想全体を「独善的」だと切り捨て、評価に値しないという安

易な姿勢に陥っていた。 

 

 そのような新古典学派の中でも特に、ブルース・コールドウェルは、オーストリア学的方法論を十

分認識することなく、激しく批判し、科学的視点からも全く証明できない、独善的で非科学的な理
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論だと決めつけた。コールドウェルは、オーストリア学派のサミュエルソンの主張を批評しながら次

のように語っている。「人間行動学に対するそのような非科学的回答の裏にある理由は一体どうい

うものなのか。無論、実際的関係はないことはないが。人間行動学が学問として全体的に活用さ

れたなら、経済学者の大部分は急激に減少し、廃れるだろう。しかし、ミーゼスの方法論が拒絶さ

れる主な理由はそれほどプラグマティック的なものではない。簡単に言えば、オーストリア学派によ

る経済学の「最新の根拠」の考え方は、フリードマンの方法論を学んだことで、仮説はどうでもよく、

予測が肝要だと信じる全ての経済学者を無理やり納得させる以外は無意味なように思われる・・・

その動機がどうであろうと関係なく、大勢を占めたパラダイムによる人間行動学に対するこのような

反応は独善主義でしかなく、その根底は非科学的なものだ（コールドウェル、1994：118-119）。」 

 

 逆説ではあるが、実際、傲慢及び独善主義は、均衡、最大化、選好の不変性の原則の土台だ

けに焦点を当てることが経済の典型的視点だと考える新古典経済学の慣習の中にある。彼らは、

オーストリア経済学のように豊富なパラダイムと現実性を持って科学的研究分野に挑む他の代替

言論を弾圧しながらあらゆる「経済的」な概念を独占的に支配しようと考えている。これからの経済

学の発展のためにも、このような隠れた独善主義（ベッカーの事例を参照せよ、1995）が消滅する

ことを望む。 

 

7.5. 結論：オーストリア学パラダイムの相対評価 

 

 新古典主義経済学派が様々なパラダイムに対して相対的な高い評価を下すのは、それら方法

論の基本的姿勢が厳密に実証的、量的にも一致する場合である。よって、例えば、彼らに従う研

究者たちの数は、通常、方法論的視点から「成功」という完璧な評価だと考える。また、それぞれの

運用上の定義において一見、「解決済み」とした特定の課題数に対してもしばしば同じである。し

かしながら、特定のパラダイムに属す科学者の数に関する「民主主義的」観点からは、これはかな

り説得力に欠ける（イェーガー、1997：153、165）。人類思想史において、自然科学も含め、科学者

の大半が間違っていたというだけではなく、さらに経済学にも実証的証拠は決して議論の余地の

ないものではないという補足問題が生じていることから、誤った教義というものは直ぐに指摘され、

排除されるわけではない。 

 

 しかも、均衡に基づいた理論分析が一見、実証的証明を得たとしても、たとえその内在的経済理

論が間違っていても長期間それがずっと有効に扱われ、その理論的過ちや悪習がやがて明らか

にされたとしても、具体的な歴史上の問題解決に対して既に実行されたことから、これら問題が話

題にならなくなった頃、その分析に使われた理論的過ちは気付かれないままになるか、あるいは

学者の大多数からその大部分は隠されたままになる。 

 

 以上のような状況に、今日まで存在し続けた（おそらくこれからも存在し続けるだろう）、経済的、

社会的政策の様々な手段に関する具体的な予測、及び実証的、運営的分析における多くの社会

的主体（特に行政機関、社会的リーダー、一般市民）からの素朴ながら力強い需要を加えると、顧

客が求める、うわべだけの科学的な立派さや合法性を装って提供する「専門家」、社会的エンジニ

ア」からの供給によって市場でそのような需要の満足に結び付いてしまうのも理解できないでもな

い。 
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 しかし、「職業的エコノミストの出現は、干渉政策の副産物であり、今日では、政府が市場で、より

干渉できるような手段を開発しようとする専門家でしかない。彼らは経済の規制に長けた玄人であ

り、その規制は、現在、市場経済の自由な動きを阻害しようとするだけである（ミーゼス、1995：

1027）。」と、ミーゼスは見事に表現している。そのような干渉におけるプロのエキスパートたちの行

動がどうであれ、結局、オーストリア学派のように干渉政策を方法論的に違法だとする一つのパラ

ダイムに対して、裁判官が最終判断を下さなければならないというのは「民主主義的」主旨から若

干外れるのではないだろうか。しかも、工学や自然科学の分野で起こることとは違い、経済分野で

持続的な成長よりも、後に認識され、修正される後退や過ちが発生していることがしばしば確認さ

れている以上、一見成功を装う解決策に対する最終的評価としての是非は受け入れるべきではな

く、今日、「正しい」と思えるような手段であっても、将来その理論的過ちが明らかになるかもしれな

い。 

 

 この成功の実証基準に対して定性基準を提案したい。この定性基準では、一つのパラダイムは、

人類の進化へ正しい理論を開発した数の多さに応じて成功を得たことになる。この視点から顧み

れば、オーストリア経済学理論は明らかに新古典学経済理論を上回っている。オーストリア学派は

社会主義不可能性理論を確立させることができたが、もしこれがもっと以前に世に知られていたな

ら、人類が苦しんだ数々の大きな被害は避けられたであろう。現実社会主義が崩壊した歴史的事

実は、オーストリア経済学分析の重要性とその信憑性を明白にする事例である。同様に、既述し

たように、国家の干渉政策による経済の歪み効果に関してオーストリア学派が発展させた分析でも

1929 年の世界大恐慌を始め、その他様々な分野においても証明されている。それは例えば、貨

幣と信用、景気周期論、競争と独占の動態理論の再構築、干渉主義論の分析、従来のパレート

的基準に代わる新たな効率の動態的基準の確立、「社会正義」概念の評価分析、つまり、企業的

動力によって動かされた社会的相互プロセスとして捉えた市場に対する理解の向上などが挙げら

れる。これらは全て、社会主義経済システムの理論的不可能性、及びその有害な影響を事前に把

握する能力がない新古典学派研究の特に大きな特徴である欠点、欠陥に対照をなす、オーストリ

ア経済学研究の重要な定性的成功の事例である。故に、シカゴ学派の新古典主義者、シャーウィ

ン・ローゼン自身は、「この十年間の中央計画の崩壊は我々の大多数にとって驚きであった（ロー

ゼン、1997：139-152）。」と告白している。また、同じように、ロナルド H.コースも、「社会主義システ

ムの崩壊が起きる予測を記したものはどこにもなかった（コース、1997：45）。」と驚いている。 

 

 なお、一般均衡モデル、及び新古典-ワルラス静態パラダイムモデルからの変節を最終的に勇

気をもって宣言したマーク・ブローグのような新古典派経済学者も何人か存在する。彼は、「オース

トリア経済学派が正しく、その他全ての者たちが誤っていたことが、非常にゆっくりと、心ならずも、

理解できるようになった（ブローグ、デ・マルーチ、1991：508）。」と、述べている。さらに、ブローグ

は、新古典学パラダイムに関して、社会主義システムを正当化するためにそれを適用させることは、

「実施的視点から、あまりにも無邪気で笑いを誘うものだ。静態均衡理論、及び完全競争理論の

酔狂者だけが、このような馬鹿げた考えに至るのだろう。私も実は、1950 年代学生だった頃、この

考えを鵜呑みにしていた一人であったが、今日、自身の思慮の浅はかさに呆れるばかりだ（ブロー

グ、1993：1571）。」と、呟いている。 

 

理論的視点から重大な悪習が含まれているにもかかわらず、提示された結論に関する明白な証

拠を得るのは非常に難しい実証環境に隠され、安易に受け入れられる、具体的な予測、干渉政

策、及び実証研究など、社会の絶え間ない要求に反映する慣性力を克服しようとすれば、今日の
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経済学にオーストリア学派が提唱する主観的思考を広げながら研究を深める必要があることは明

らかである。従って、特定の時代背景に応じて、実際に得られる以上の情報を持ち得るという人間

の従来の致命的な合理主義的傲慢さの支配が続く限り、そしてまた、人間がその時々の状況にお

いて満足できる理論的に確かな経済学を好み続ける限り、オーストリア学派の Methodenstreit（方

法論争）はいつまでも続くだろう（ハイエク、1997ｂ）。このような、幾度も繰り返す人類の危うい思考

的傾向に対し、私たちが期待できるのは、経済学の将来をますます大きく発展させる、より現実的

で、有益な人間的な方法論であり、それはオーストリア学派が今日まで築いてきた経済思想以外

にない。 
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